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平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 増 減 主 な 内 容

                                                   

                                                   

3,562 3,562 0

3,562 3,562 0 基本財産の運用収入

22,148 22,148 0

3,289 3,289 0 資産の運用収入

16,880 16,880 0 資産の運用収入

1,619 1,619 0 資産の運用収入

360 360 0 保有資産の配当収入

283,400 297,000 △ 13,600 (公財)東京都区市町村振興協会助成金

138,048 141,319 △ 3,271

88,048 106,319 △ 18,271 調査会事業に対する助成金

50,000 35,000 15,000 調査研究事業に対する助成金

145,352 155,681 △ 10,329

80,852 85,181 △ 4,329 調査会事業に対する助成金

64,500 70,500 △ 6,000 みどり東京事業に対する助成金

100 100 0

100 100 0 印刷機、コピー機の利用料金

309,210 322,810 △ 13,600

                                                   

141,402 142,697 △ 1,295

96,582 96,711 △ 129

83,781 83,057 724 調査研究事業

12,801 13,654 △ 853 実態調査事業

44,820 45,986 △ 1,166

25,263 25,646 △ 383 機関紙発行･ホームページ運営

19,557 20,340 △ 783 フォーラム・シンポジウム

168,779 175,582 △ 6,803

84,583 89,414 △ 4,831

77,322 83,316 △ 5,994 温室効果ガス排出量算定の共有化　他

7,261 6,098 1,163 愛らんどリーグサッカー大会事業助成

84,196 86,168 △ 1,972

34,639 35,579 △ 940 多摩交流センター施設管理等

26,708 27,226 △ 518 広域的市民団体ﾈｯﾄﾜｰｸ活動等助成

15,682 16,462 △ 780 共催事業等

7,167 6,901 266 地域情報発信・資料室展示管理

　１．経常増減の部

 収支予算書　(損益計算ベース)

 (平成30年4月1日から平成31年3月31日まで)

（単位：千円）

科      目

Ⅰ一般正味財産増減の部

調査研究事業助成金

  （１）経常収益

①基本財産運用益                                                          

基本財産投資有価証券利息

②特定資産運用益

市町村自治振興積立資産有価証券受取利息

多摩交流基金積立資産有価証券受取利息

運営資金積立資産投資有価証券受取利息

市町村共同事業資産受取配当金

③事業収益                                                          

市町村の行財政等に関する調査研究事業

振興事業助成金

普及啓発事業費

市町村共同事業及び広域的市民活動支援事業

振興事業助成金

市町村共同事業助成金

④雑収益

雑収益

【経常収益計】　A

  （2）経常費用

①市町村の行財政等に関する調査研究事業      

調査研究事業費                                                          

調査研究事業費                                                        

実態調査事業費

情報提供事業費

普及啓発事業費

②市町村共同事業及び広域的市民活動支援事業

市町村共同事業費                                                        

みどり東京事業費

市町村共同事業費

広域的市民活動支援事業費

交流の場の提供事業費

助成等事業費

共催等事業費

情報発信事業費



平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 増 減 主 な 内 容

 収支予算書　(損益計算ベース)

 (平成30年4月1日から平成31年3月31日まで)

（単位：千円）

科      目

7,961 5,691 2,270

1,160 1,160 0 理事・評議員報酬

9 9 0 役員退職慰労金引当金

3,121 3,858 △ 737 職員人件費

112 96 16 事務職員旅費

50 60 △ 10 慶弔費

5 5 0 会計及び給与システム分

21 20 1 事務用消耗品購入費

6 6 0 理事会・評議員会開催経費

1 1 0 封筒等印刷経費

102 102 0 電話料、郵送料

123 123 0 パソコンリース、事務室借上料等

151 151 0 集金等手数料

14 14 0 会計システム保守料等

2 2 0 加入団体会費

31 31 0 公益法人会計研修

1 1 0 労働災害保険上乗せ保険料

2 2 0 収入印紙代

3,050 50 3,000 予備的経費

318,142 323,970 △ 5,828

△ 8,932 △ 1,160 △ 7,772

△ 8,932 △ 1,160 △ 7,772

                                                   

0 0 0

0 0 0

0 0 0

△ 8,932 △ 1,160 △ 7,772

886,073 887,233 △ 1,160

877,141 886,073 △ 8,932

2,562 2,562 0

2,562 2,562 0

18,859 18,859 0

16,880 16,880 0

1,619 1,619 0

360 360 0

21,421 21,421 0

0 0 0

3,790,000 3,790,000 0

3,790,000 3,790,000 0

4,667,141 4,676,073 △ 8,932

③管理費                                                             

手数料

役員報酬

役員退職慰労引当金繰入額

給料手当

旅費交通費                                                         

渉外費                                                           

減価償却費

消耗品費

会議費

印刷製本費

通信運搬費

賃借料                                                           

当期経常外減少の部

委託料

諸会費

研修費

保険料

租税公課

雑費

【経常費用計】　B

評価損益等調整前当期経常増減額C(A-B)

当期経常増減額

　2．経常外増減の部

当期経常外増加の部

一般正味財産への振替額

当期経常外増減額

　　当期一般正味財産増減額

　　一般正味財産期首残高

　　一般正味財産期末残高

Ⅱ指定正味財産増減の部

基本財産運用益

基本財産投資有価証券利息

特定資産運用益

多摩交流基金積立資産投資有価証券利息

運営資金積立資産投資有価証券利息

市町村共同事業資産受取配当金

　当期指定正味財産増減額

　指定正味財産期首残高

　指定正味財産期末残高

Ⅲ正味財産期末残高
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